
 

 

 

 

 

横浜市立大学附属病院等の再整備の検討について 

 

１ 趣旨 

   横浜市中期４か年計画(2018～2021)に位置づけた「横浜市立大学附属病院等の再整備の検討」につ

いて、市大内部で検討し取りまとめた「附属２病院再整備構想の方向性」等をもとに、本市としての

方針を定めるため、検討を開始します。 

なお、検討にあたっては外部有識者ヒアリング等も行い、総合的に検討を進めていきます。 

  

２ 附属２病院再整備構想の方向性 

（１）経過 

横浜市立大学附属病院と附属市民総合医療センター救急棟は、築約 30 年が経過し、建物や設備の

老朽化、施設の狭あい化等が顕著で、患者の療養環境やプライバシー保護、先端医療機器の新規導

入や更新に支障が生じています。また、医学部の定員増など教育上の環境変化や臨床と研究の更な

る連携など、時代に合わせた機能・役割への対応が求められています。 

こうした状況を踏まえ、市大は平成 30 年度に「附属２病院将来構想検討委員会」を学内で組織し、

「現状と課題の整理」、「２病院体制の評価」、「附属２病院のあり方」等について検討を行い、「附属

２病院再整備構想の方向性」をとりまとめました。 

   

（２）内容別添資料 

  ア 要約版 

イ 冊子版 

 

３ 今後の検討の進め方 

（１）検討事項 

   市大附属２病院が市民の皆様にとって「最後の砦」として機能し続けられるよう、次の事項を中

心に検討を進めていきます。 

ア 「附属２病院再整備構想の方向性(市大作成)」の検証 

イ 市大附属２病院等がこれまで果たしてきた役割の評価 

ウ 中長期的な視点から、市大附属２病院等が抱える課題の精査 

エ 市大附属病院のあるべき運営体制、医療機能、病床のあり方の検討 

オ これらを実現するための事業手法の検討 

   

（２）外部有識者ヒアリング 

   庁内での検討と並行し、公立大学法人横浜市立大学の業務の実績に関する評価等を行う、市長の

附属機関「横浜市公立大学法人評価委員会」に医療分野の有識者で構成される「横浜市立大学附属

２病院等検討部会」を設置し、専門的な見地から検討を進めていきます。 

政策・総務・財政委員会資料 
令 和 元 年 ９ 月 1 3 日 
政 策 局 
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（８）横浜市の人口・入院患者数推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（９）横浜市の将来の医療需要の区別動向 
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（10）2025 年の病床数の推計（横浜市独自推計） 
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（11）学内意見募集結果（概要） 

新しい病院の目指すべき姿 学内意見募集結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 教育 

原文 

グローバル化や超高齢化社会など、高度化・複雑化が進む医療の分野において、時代の変化や医療ニーズ

に適切に対応できる優れた実践能力とリサーチマインドを持った医療人材を育成します。 

 

＜例＞  

・地域医療を担う人材の育成支援 

・研修医、専門医等に対する生涯を通じた教育の充実 

・データサイエンスリテラシーを身に付けた医療人材の育成 

追記すべき項目、具体例等 

(1) 教職員を対象とした研修の充実（臨床研究のプロトコール作成や研究の統計学的設計を適切に行

うための研修、接遇や倫理について学ぶ研修等） 

(2) 英語を用いた授業の推進や留学制度の充実 

(3) 学生や研修医を含む若手が先端的研究に参加できる仕組みの構築 

(4) 質の高い教員の確保 

(5) 地域の医療人材や他職種間の連携、研修会等の充実（「地域の医療人材の育成」という観点から） 

(6) 医学物理士向けの教育の充実 

その他意見等 

(1) 学生数の増加に対して教育を担当するスタッフが相対的に少なく、新たな教育システムの提案が

なされても負担だけが増えているのが現状。 

(2) 地域医療において、大学がどのように繋がるかという具体的な構想がないと教育もできないよう

に感じる。また、全職員で接遇や倫理観について学ぶ機会が欲しい。 

(3) 今後、ゲノム医療へのリテラシーは必須の素養となると考えられるため、各臨床教室に分子生物

学的素養を持った教員を配属させ、学生や研修医等に教授することが重要。 

  

調査期間：平成 30 年 12 月 28 日〜平成 31 年１月 25 日 
調査項目：新しい病院の目指すべき姿についての追記要素及び意見等（記述式） 
回 答 数 ：30 件（対象者数：約 3,000 名） 
＜内訳＞ 
所 属：附属病院(17)、ｾﾝﾀ-病院(6)、福浦ｷｬﾝﾊﾟｽ(7) 
職 種：医学科基礎教員(5)、医学科臨床・附属病院教員(13)、ｾﾝﾀ-病院教員(4)、看護師(2)、 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ(3)、事務職員(3) 
職 位：教授(2)、准教授(7)、講師(6)、助教(5)、助手(1) 
年 齢：30 代(10)、40 代(11)、50 代(7)、60 代(2) 
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２ 研究 

原文 

先進医療の実用化に向けた橋渡し研究（トランスレーショナルリサーチ）を推進することにより、高度かつ先進

的な医療の研究・開発を行います。併せて、医療ビッグデータ等の新たな要素を臨床研究に活用することで、医

学の発展に寄与し、世界レベルの研究拠点となることを目指します。 

 

＜例＞  

・難病等の病因・病態解明研究と治療法開発の推進 

・医療ビッグデータや NDB データ等を活用した臨床研究の推進 

・臨床研究ネットワークを活用した多施設共同臨床研究の推進 

追記すべき項目、具体例等 

(1) 研究をサポートする体制の構築 

（倫理審査体制、基礎と臨床の連携、高度医療機器、事務との役割分担等） 

(2) 独創的でインパクトの高い研究に挑戦する若手を支えるポジションやグラントの整備 

(3)  臨床試験支援体制の構築 

(4) 院内医療データの高度利用化およびデータ収集環境の構築 

(5) 臨床データのデジタル化、データ活用・高度利用 

(6) 医療機器の IoT 化 

(7) 一般診療から切り離した、研究や治験のためのクラスター病棟の設置 

(8) 治験を専門に行うブースやベッド、スタッフの確保 

(9) 横浜国立大学をはじめとする近隣大学との連携 

(10) 臨床研究中核病院の認定および維持 

(11) 医師出身の研究者の育成 

その他意見等 

(1) 病名登録も十分ではない今の状況で「医療ビッグデータ等を活用した臨床研究の推進」を目指す

のは相当ハードルが高い。まずは「使えるデータをきちんと残せるような医療従事者の育成」を

意識すべきではないか。 

(2) 基礎研究と臨床研究の連携が鍵となるが、基礎医学教室と臨床医学教室との隔たりが大きく、充

分な協調がなされていない。臨床教室との共同研究に積極的な基礎教室を優遇・誘致する制度が

必要ではないか。 

(3) 診療科や研究室の垣根を超えた協力体制の推進が必要。 

(4) 研究者自身が点滴の準備を行うなど、本学における臨床研究の現状は大学病院という看板には程

遠い。 

(5) 病院の規模を拡大し、600 床では出せないデータを。 

(6) 各臨床講座に、難病対策に重点的に対応する教員を配置するとともに、病院・医学部・大学院が

横断的にその業務を支援する組織を設置する。 

  



39 
 

３ 診療 

原文 

市民の命を守る「最後の砦」として、高度かつ先進的な医療や救命救急医療を提供し、特定機能病院として

のプレゼンスを発揮します。また、全ての教職員が医療に携わる者としての倫理観を有し、患者の安全を最優先

に考えることのできる医療安全管理体制の充実を図ります。 

 

＜例＞  

・再生医療をはじめとする高度かつ先進的な治療の実施 

・極めて技術度・難易度の高い手術（高難度新規医療）の実施 

・５疾病や４事業への対応 

・その他全国から広く患者が集まる等の特色となる診療 

追記すべき項目、具体例等 

(1) ヘリポートの整備（市大でしか診れない患者の広域からの受入） 

(2) 予防医学の推進 

(3) 希少がん研究の推進（市大の特色ある医療としての宣伝効果が非常に高いと考えられ、全国から

患者を集めることに繋がる） 

(4) （医療スタッフ間の連携により的確に管理され、早期に一般病棟へ転室可能とする）次世代型集

中治療室や（難易度の高い手術でも他科に渡り実施できる汎用性をもつ）次世代型手術室の導入 

(5) 外科・内科等の区別にとらわれないフレキシブルに対応できる外来ブースや入院ベッド、自由診

療用外来ブース等の設置 

(6) 高難易度手術、ロボット手術の更なる充実 

(7) 医療機器の IOT 化と取得データの集中管理 

(8) 医師の負担軽減を目的とした事務職員によるサポートの強化（外来の予約変更等） 

(9) がん診療連携拠点病院として「高精度放射線治療センター」を設置（横浜市の放射線治療の中心

施設となることを目指す） 

(10) ナショナルクリニカルデーターベースの活用によるケアサイクルの最適化 

その他意見等 

(1) 医療安全管理体制について、充実を「図る」のでは弱い。強固な医療安全管理体制の維持が求め

られる。 

(2) 百貨店的な病院では経営が成り立たない。診療分野の選択と集中を行うべき。政策的医療＝「赤

字不採算医療」でもあるため、政策的医療に係る経費や負担についてはより明確に示せるように

し、市から補填してもらうなども必要ではないか。 

(3) “診療”の概念を広くとらえるべき。超高齢化社会では、暮らし・住まい・生活といった視点か

ら患者を捉えることが必要であるため、特定機能病院としての機能を発揮しつつも、地域包括ケ

アにおける当院の役割を果たしていくための姿の表現があると良い。 

(4) 総合的予防クリニックや、がん、その他の成人病、生活習慣病に関する相談窓口の開設や市民講

座の開設など、市民の健康を第一に考え、健康に関する市民活動の支援ができるような拠点を大

学として検討してみてはどうか。 

(5) 高度救命救急センターは市内唯一であり、より機能を強化していくことが必要。 
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４ (1)地域医療貢献 

原文 

地域の医療機関との連携体制を強化させることで、地域医療全体の質の向上に寄与し、地域医療の中心的

な役割を担います。 

 

＜例＞  

・遠隔診断や遠隔診療を活用した地域医療機関との連携体制の構築 

・ICT や AI の活用及びスマートホスピタルの推進 

追記すべき項目、具体例等 

(1) 診療情報を地域の医療機関等と共有できるシステムの構築 

(2) 医療機器の IoT 化 

(3) 遠隔診療（telＩＣＵ）や遠隔（ロボット）手術の導入 

(4) 立地について（地域の中核病院から患者を集めるために、横浜中心地に病院を配置する必要があ

る） 

(5) 広域医療法人のような構想に基づいた、市内および広域の医療への対応（岡山大学グループを参

考に） 

その他意見等 

(1) 地域医療貢献は医療機関との連携だけでなく、地域包括ケアにおいては生活者としての患者を取

り巻く様々な施設や機能があるため、「地域の医療機関」ではなく「地域の医療機関等」としてほ

しい。また、例示として地域包括ケアシステムにおける当院の役割を発揮する言葉を示してはど

うか。 

(2) 地域医療機関との連携体制の強化という方向性は間違っていないが、その例示がスマートホスピ

タルであるとは全く思わない。 

(3) 遠隔診断や遠隔診療も悪くはないが、それ以前に医療従事者同士の顔の見える関係性を強化でき

るようエリアマネジメントを推進することや、ICT を活用し、患者情報を地域で共有できるよう

にすることのほうがはるかに地域貢献に繋がるのではないか。 

(4) 高度救命救急センターは市内唯一であり、より機能を強化していくことが必要。 
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４ (2)災害時における医療 

原文 

災害時医療を担う優秀な医療人材を育成・輩出し、地域の災害時医療の拠点として医療救護活動の中心的

役割を担います。 

 

＜例＞  

・行政や関係機関と連携した災害時医療の提供 

追記すべき項目、具体例等 

(1) ヘリポートの設置 

(2) 高度救命救急センターから独立した「災害医療センター」の設置（北里大学病院は救命救急セン

ターから「救命救急・災害医療センター」と名称変更した） 

(3) 高度救命救急センターにおけるドクターカーワークステーションの設置 

(4) 災害時対策の具体的活動指針策定など行政の計画づくりに、医療者として積極的に参画する仕組

の構築 

(5) 立地について 

・市内中心部に居住する職員が多いため、現在の立地では災害時にマンパワーが発揮できない。

市内中心部に救命救急センターと隣接する形で病院を設置するべき。 

・２つの病院に分かれていることで、災害時の対応が不十分となっている。 

・２つの病院と大学を１か所に集約し、体育館等の施設を災害時の避難場所とするなど、周辺住

民に役立つような形にするべき。 

その他意見等 

(1) 災害時における医療は「診療」の項目の一部として位置づけられるべきではないか。災害時に医

療を提供するのはどの医療機関でも当たり前のことで、特色として打ち出せるほどのものがある

とは思えない。 

(2) 災害拠点病院としての役割以上に、沿岸部にある附属病院の患者、職員、設備をどう守るのかと

いう検討や訓練の実施、避難経路確保のための改修が必要。 

(3) 高度救命救急センターは市内唯一であり、より機能を強化していくことが必要。 
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４ (3)国際化 

原文 

外国人来訪者・定住者の増加に伴う言語や文化、宗教等の違いを尊重した多文化対応を進め、全ての人に

適切な医療を提供できる環境を整備することで国際都市横浜に相応しい医療の拠点としての役割を果たしま

す。また、更なるグローバル化の進展を見据え、国際水準に適合した教育・研究・診療を行います。 

 

＜例＞ 

・国際的な連携による診療・研究機能の向上 

・医療のインバウンドへの対応 

・多言語対応及び多文化対応 

・JCI、JMIP 等の認証取得 

追記すべき項目、具体例等 

(1) 海外医療人材の教育（日本の先進医療を体験してもらう） 

(2) 国際的な臨床研究の展開 

(3) 教育面における多文化対応（シラバスの英語表記や講習会等の通訳、イスラム教の留学生のため

のお祈りの場所の確保等） 

(4) 学生や大学院生を対象とした国際交流（留学含む）の推進 

(5) 横浜国立大学との統合（大学自体の力を向上させる） 

(6) 診療の多言語対応（多言語対応可能な次世代ロボットの活用） 

(7) 海外からの患者受入を目的としたサービスの拡充 

(8) 客船を用いたメディカルツーリズム 

(9) 空港からのアクセスの良さ 

(10) インバウンド対応に関する専門チームの設置 

その他意見等 

(1) コストの割に利益が得られないと思われるため、JCI の取得には反対。 

(2) 外国人患者の受診時には、ルール作りやシステム構築、通訳の常在、加算等についても検討が必

要。また、一人あたりに対応する時間がかかるため、セカンドオピニオンのように別個予約枠を

設ける必要がある。 

(3) 英文の研究論文数や引用回数をアウトプットの目標として見える化した方が良い。 
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新たに追加すべき項目 

(1) 医療安全を打ち出すべきではないか。先進的な医療を行うことはリスクも伴うので、積極的に研

究活動をしている研究者のサポートを強化することも安全管理につながる視点として大事では

ないか。 

(2) 健全な病院経営の確立 

 

 

その他自由意見 

(1) ２病院を統合してスケールメリットを活かしてほしい 

(2) 設備だけ新しくしても仕方がないので、特定臨床研究の数や論文数、医師主導治験など、成果に

繋がる投資をすべき 

(3) 地名や固有名詞などを冠した分かりやすい病院名にしてほしい 

(4) 緩和ケア病棟をはじめとした特色のある病棟作り 

(5) 患者中心に TQM※を牽引する部門や体制の構築の検討 

※全員・全体（Total）で医療・ サービスの質（Quality）を継続的に向上させる（Management）こと。 

(6) 再整備の際には、病院情報システムの更新時期も考慮してほしい 

(7) 様々なデータを多角的に分析・活用できる医療／診療情報部門の設置を本格的に検討すべき 

(8) 患者を在宅医療に積極移行させるための補助制度やシステムの構築（遠隔診療システムや患者生

体情報の病院への配信等） 

(9) 患者さんが快適に過ごすことのできる生活環境や療養環境の整備（アメニティの充実やメディカ

ルアート等） 

(10) 患者家族やスタッフが食事をとるスペースの設置（院内のレストランは夕方には閉まってしま

う） 

(11) 医療従事者や職員が働きやすい職場環境の充実 

(12) Tenure-track 制度※のような、講座の枠にとらわれない若手研究者の育成が必要 

※大学が若手研究者を任期を定めて採用し、自立した研究環境で経験を積ませた後、実績を審査し、適格であれ

ば専任教員として終身雇用する制度。 

(13) 再整備を機に「医局の論理」や「研究者の業績主義」を駆動力とする組織体ではなく、真に医学

の発展に貢献しようとする組織づくりを目指してほしい 

(14) 他大学との連携による人的交流の推進 

(15) これからの高齢者医療においては、質の高い診療と同時に患者さんをもとの暮らしに戻してい

くことが最優先であるため、患者さんの生活や暮らしに目を向けた表現を検討してほしい 

(16) 現在は医師数と建物のキャパシティが律速段階となっているため、医師や手術室、外来ブース、

病床数等を増やし、可能であれば海外の病院に倣って 3,000 床規模の病院の建設を目指す必要

がある 

(17) 医学部や他キャンパスと附属病院の場所は異なっても良いのではないか。病院は「地域のシン

ボルとなる」「職員が集まりやすい」横浜市中心部やみなとみらい、関内が最適 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属 2 病院再整備構想の方向性 
 

策定／平成 31 年 3 月 
編集／附属 2 病院将来構想検討委員会 

 横浜市立大学企画総務部企画財務課 
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